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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 
回次

第127期
第１四半期
連結累計期間

第128期
第１四半期
連結累計期間

第127期

会計期間
自 2022年４月１日
至 2022年６月30日

自 2023年４月１日
至 2023年６月30日

自 2022年４月１日
至 2023年３月31日

売上高 (百万円) 22,496 25,208 99,076

経常利益 (百万円) 2,563 3,274 7,922

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 1,626 2,740 4,893

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 2,136 6,160 8,882

純資産額 (百万円) 75,504 84,196 79,099

総資産額 (百万円) 119,868 132,305 127,176

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 89.13 155.67 271.06

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 60.5 61.3 59.8
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社の異動については、以下のとおりであります。

 
(生活用製品)

2023年４月１日付で当社を吸収合併存続会社とし、当社の連結子会社であった世界長ユニオン株式會社を吸収合併

消滅会社とする吸収合併を行っております。

 
この結果、2023年６月30日現在では、当社グループは、当社、子会社22社及び関連会社１社により構成されること

となりました。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はあ

りません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染法上の５類への移行による行動制限

の解除に伴い、人出の増加やインバウンドの回復等、景気は緩やかに持ち直しの動きがみられました。

一方で、ロシアによるウクライナ侵攻の長期化やインフレの高止まり、金融引締めの加速による景気減速懸念

等、世界的には依然として先行き不透明な状況が続いております。

このような経営環境のなか当社グループは、原材料の安定的な調達と生産能力の拡充に努め、新製品の開発、環

境に配慮したリサイクル事業の推進およびエネルギー消費量の削減を実施しながら、競争力の強化に努めてまいり

ました。

結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は、25,208百万円（前年同期比12.1％増）となりました。利益

面では、営業利益は2,294百万円（前年同期比26.5％増）、経常利益は3,274百万円（前年同期比27.7％増）、親会

社株主に帰属する四半期純利益は2,740百万円（前年同期比68.5％増）となりました。

 
ａ. 経営成績

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

 
① 産業用製品

一般用フイルムは、市況鈍化しており売上減となりました。工業用フイルムは、市場在庫の滞留が解消傾向にあ

り売上増となりました。建材用フイルムは、市況の鈍さから売上減となりました。多層フイルムは、工業用の需要

が減少しましたが、医療用、食品用が堅調で売上前年並みとなりました。壁紙は、価格改定の影響もあり売上増と

なりました。農業用フイルムは、７月からの価格改定実施を前に前倒し需要が発生し売上増となりました。自動車

内装材は、新型コロナウイルスの影響が残るなか、新モデルの受注拡大が寄与し売上増となりました。フレキシブ

ルコンテナは、化学工業向けの需要が一時的に増加し売上増となりました。粘着テープは、包装用テープの販売は

堅調でしたが、産業用テープの需要が減少し売上前年並みとなりました。工業テープは、電材向けの需要が減少し

たため売上減となりました。食品衛生用品は、業務用ラップが回復し、使い捨て手袋が堅調に推移したため売上増

となりました。食品用吸水・脱水シートであるピチット製品は、漁獲高不安定の影響により食品加工向けが減少し

売上減となりました。研磨布紙等は、半導体向けの売上が大幅に伸長したことにより売上増となりました。

以上により、当セグメントの売上高は16,746百万円（前年同期比14.2％増）、セグメント利益は496百万円（前

年同期比67.9％増）となりました。

 
② 生活用品

コンドームは、訪日観光客の増加、また新製品の発売効果もあり、売上は堅調に推移しました。また海外市場向

けも、引き続き堅調でありました。浣腸は、中小小売企業及び一般店への販売が減少し売上減となりました。除湿

剤は、前年と比べて梅雨入りが早まり、店頭販売が好調に推移した結果売上増となりました。手袋は、家庭用は前

年の大手得意先新規導入の反動で売上減となりましたが、産業用が販売回復し売上増となりました。メディカル製

品のうち滅菌器は、コロナ禍特需の反動により売上減となりました。ブーツは、店頭売価上昇の影響で販売数量が

減少し売上減となりました。シューズは、週末の天候不順、食品・日用品値上の影響により、婦人サンダル、紳士

靴が販売不振で売上減となりました。

以上により、当セグメントの売上高は8,391百万円（前年同期比7.9％増）、セグメント利益は2,262 百万円（前

年同期比15.1％増）となりました。

 
③ その他

その他事業は、物流受託事業及び太陽光発電事業であります。当セグメントの売上高（振替前）は848百万円

（前年同期比3.9％減）、セグメント利益は95百万円（前年同期比13.0％増）となりました。
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ｂ. 財政状態

① 資産

当第１四半期連結会計期間末における総資産は132,305百万円で、前連結会計年度末と比べ5,129百万円増加して

おります。

流動資産は77,967百万円で、前連結会計年度末と比べ396百万円の減少となりました。これは主として、商品及

び製品が560百万円増加し、現金及び預金が658百万円減少したことによるものです。

固定資産は54,337百万円で、前連結会計年度末と比べ5,525百万円の増加となりました。これは主として、有形

固定資産795百万円、投資有価証券が4,532百万円増加したことによるものです。

 
② 負債

当第１四半期連結会計期間末における総負債は48,109百万円で、前連結会計年度末と比べ32百万円増加しており

ます。

流動負債は34,962百万円で、前連結会計年度末と比べ1,368百万円の減少となりました。これは主として、その

他が974百万円増加し、支払手形及び買掛金が1,193百万円減少したことによるものです。

固定負債は13,146百万円で、前連結会計年度末と比べ1,401百万円の増加となりました。これは主として、繰延

税金負債が1,433百万円増加したことによるものです。

 
③ 純資産

当第１四半期連結会計期間末における純資産は84,196百万円で、前連結会計年度末と比べ5,096百万円増加して

おります。これは主として、その他有価証券評価差額金が3,143百万円増加し、自己株式が1,911百万円減少したこ

とによるものです。

 
(2) 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の重要な変更

はありません。

 
(3) 経営方針・経営戦略等又は経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 
(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

 
(5) 財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当第１四半期連結累計期間において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

について重要な変更はありません。

 
(6) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は318百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
(7) 従業員数

当第１四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

 
(8) 生産、受注及び販売の実績

当第１四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

 
(9) 主要な設備

当第１四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計画

の著しい変更はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 18,099,367 18,099,367
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は100株でありま
す。

計 18,099,367 18,099,367 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2023年５月31日 △500,000 18,099,367 ― 13,047 ― 448
 

（注) 自己株式の消却による減少であります。

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2023年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 988,500
 

―
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 17,558,200
 

175,582 同上

単元未満株式 普通株式 52,667
 

― 同上

発行済株式総数 18,599,367 ― ―

総株主の議決権 ― 175,582 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ1,600

株(議決権16個)及び10株含まれております。

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式が次のとおり含まれております。

   自己保有株式             63株

３ 当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2023年３月31日）に基づく株主名簿による記載をして

おります。

４ 当第１四半期会計期間において、自己株式の取得及び自己株式の消却を行ったことにより、当第１四半期

会計期間末日現在の完全議決権株式(自己株式等)は499,900株、発行済株式総数は18,099,367株となってお

ります。

 

② 【自己株式等】

  2023年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
オカモト株式会社

東京都文京区
本郷３－27－12

988,500 ― 988,500 5.31

計 ― 988,500 ― 988,500 5.31
 

（注）当第１四半期会計期間において、自己株式の取得及び自己株式の消却を行ったことにより、当第１四半期会計

期間末日現在の自己名義所有株式数及び所有株式数の合計は499,900株、発行済株式総数に対する所有株式数の

割合は2.76％となっております。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2023年４月１日から2023年

６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2023年４月１日から2023年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 34,221 33,563

  受取手形 ※2  2,097 2,143

  売掛金 17,444 17,556

  電子記録債権 7,802 7,819

  商品及び製品 8,564 9,124

  仕掛品 2,570 2,504

  原材料及び貯蔵品 3,825 3,883

  その他 1,878 1,412

  貸倒引当金 △41 △40

  流動資産合計 78,364 77,967

 固定資産   

  有形固定資産 20,997 21,793

  無形固定資産 1,066 1,299

  投資その他の資産   

   長期性預金 1,300 1,300

   投資有価証券 23,930 28,463

   長期貸付金 930 929

   繰延税金資産 156 144

   その他 435 413

   貸倒引当金 △5 △5

   投資その他の資産合計 26,747 31,245

  固定資産合計 48,812 54,337

 資産合計 127,176 132,305
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 23,578 22,385

  電子記録債務 ※2  2,088 1,994

  短期借入金 3,318 3,432

  未払法人税等 1,081 368

  賞与引当金 1,037 580

  製品保証引当金 72 67

  その他 5,153 6,133

  流動負債合計 36,330 34,962

 固定負債   

  長期借入金 100 100

  繰延税金負債 3,666 5,100

  退職給付に係る負債 7,209 7,212

  その他 769 734

  固定負債合計 11,745 13,146

 負債合計 48,076 48,109

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 13,047 13,047

  資本剰余金 555 555

  利益剰余金 52,115 51,934

  自己株式 △4,078 △2,166

  株主資本合計 61,639 63,370

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 11,774 14,918

  繰延ヘッジ損益 △1 0

  為替換算調整勘定 2,526 2,773

  退職給付に係る調整累計額 54 55

  その他の包括利益累計額合計 14,355 17,747

 非支配株主持分 3,104 3,077

 純資産合計 79,099 84,196

負債純資産合計 127,176 132,305
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年６月30日)

売上高 22,496 25,208

売上原価 17,242 19,470

売上総利益 5,253 5,737

販売費及び一般管理費   

 運賃及び荷造費 882 801

 その他の販売費 552 664

 給料及び賞与 871 821

 賞与引当金繰入額 184 181

 退職給付費用 43 35

 その他の一般管理費 906 939

 販売費及び一般管理費合計 3,440 3,443

営業利益 1,812 2,294

営業外収益   

 受取利息 9 12

 受取配当金 397 440

 不動産賃貸料 136 134

 為替差益 325 393

 持分法による投資利益 - 19

 その他 40 32

 営業外収益合計 909 1,033

営業外費用   

 支払利息 10 8

 持分法による投資損失 82 -

 不動産賃貸費用 28 26

 その他 36 18

 営業外費用合計 159 53

経常利益 2,563 3,274

特別利益   

 為替換算調整勘定取崩益 19 -

 特別利益合計 19 -

特別損失   

 固定資産除却損 0 0

 減損損失 191 47

 子会社整理損 2 -

 その他 - 1

 特別損失合計 194 48

税金等調整前四半期純利益 2,387 3,225

法人税、住民税及び事業税 501 382

法人税等調整額 257 68

法人税等合計 759 451

四半期純利益 1,628 2,774

非支配株主に帰属する四半期純利益 2 34

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,626 2,740
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年６月30日)

四半期純利益 1,628 2,774

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △453 3,123

 繰延ヘッジ損益 △18 2

 為替換算調整勘定 980 248

 退職給付に係る調整額 1 0

 持分法適用会社に対する持分相当額 △2 10

 その他の包括利益合計 507 3,385

四半期包括利益 2,136 6,160

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 2,129 6,132

 非支配株主に係る四半期包括利益 6 27
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

第１四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であった世界長ユニオン株式會社は、当社を存続会社とす

る吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

 １ 受取手形割引高

 

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

受取手形割引高 140百万円 218百万円
 

 

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。

なお、前連結会計年度において、一部の連結子会社の決算日が金融機関の休日であったため、次の前連結会計年

度末日満期手形を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

受取手形 8百万円 ―百万円

電子記録債務 7百万円 ―百万円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

減価償却費 596百万円 791百万円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月29日
定時株主総会

普通株式 1,006 55.00 2022年３月31日 2022年６月30日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 
３．株主資本の著しい変動

（自己株式の取得）

当社は、2022年３月17日開催の取締役会決議に基づき、自己株式139,400株の取得を行っております。この結果、

単元未満株式の買取による取得も含め、当第１四半期連結累計期間において自己株式が527百万円増加しておりま

す。

 
（自己株式の消却）

当社は、2022年５月13日開催の取締役会決議に基づき、2022年５月31日付で、自己株式500,000株の消却を実施し

ております。この結果、当第１四半期連結累計期間において利益剰余金及び自己株式が2,018百万円それぞれ減少し

ております。

 

当第１四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月29日
定時株主総会

普通株式 968 55.00 2023年３月31日 2023年６月30日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 
３．株主資本の著しい変動

（自己株式の消却）

当社は、2023年５月12日開催の取締役会決議に基づき、2023年５月31日付で、自己株式500,000株の消却を実施し

ております。この結果、当第１四半期連結累計期間において利益剰余金及び自己株式が1,956百万円それぞれ減少し

ております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    (単位：百万円)

 
報告セグメント その他

 
(注)１

合計
調整額

 
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３産業用製品 生活用品 計

売上高        

 日本 11,024 4,509 15,533 52 15,585 ― 15,585

 北米 2,712 341 3,053 ― 3,053 ― 3,053

 アジア 931 2,832 3,763 ― 3,763 ― 3,763

 その他 0 92 93 ― 93 ― 93

 顧客との契約から生じる
 収益

14,668 7,775 22,444 52 22,496 ― 22,496

  外部顧客への売上高 14,668 7,775 22,444 52 22,496 ― 22,496

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

22 146 168 830 999 △999 ―

計 14,691 7,921 22,612 882 23,495 △999 22,496

セグメント利益 295 1,965 2,261 84 2,346 △533 1,812
 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、グループ内の物流事業及び太陽光

発電事業等を含んでおります。

２ セグメント利益の調整額△533百万円には、セグメント間取引消去10百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△543百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理

費等であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

「産業用製品」及び「生活用品」セグメントにおいて、固定資産の減損損失191百万円を計上しております。な

お、当該減損損失の計上額は、当第１四半期連結累計期間において「産業用製品」160百万円、「生活用品」31百

万円となっております。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    (単位：百万円)

 
報告セグメント その他

 
(注)１

合計
調整額

 
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３産業用製品 生活用品 計

売上高        

 日本 11,676 4,766 16,443 70 16,514 ― 16,514

 北米 4,268 622 4,890 ― 4,890 ― 4,890

 アジア 800 2,841 3,642 ― 3,642 ― 3,642

 その他 0 160 161 ― 161 ― 161

 顧客との契約から生じる
 収益

16,746 8,391 25,137 70 25,208 ― 25,208

  外部顧客への売上高 16,746 8,391 25,137 70 25,208 ― 25,208

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

33 153 187 777 964 △964 ―

計 16,779 8,545 25,324 848 26,172 △964 25,208

セグメント利益 496 2,262 2,759 95 2,854 △560 2,294
 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、グループ内の物流事業及び太陽光

発電事業等を含んでおります。

２ セグメント利益の調整額△560百万円には、セグメント間取引消去10百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△571百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理

費等であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

「産業用製品」及び「生活用品」セグメントにおいて、固定資産の減損損失47百万円を計上しております。な

お、当該減損損失の計上額は、当第１四半期連結累計期間において「産業用製品」33百万円、「生活用品」14百

万円となっております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

１株当たり四半期純利益 89.13円 155.67円

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 1,626 2,740

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

1,626 2,740

普通株式の期中平均株式数(千株) 18,246 17,604
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 
２ 【その他】

 該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2023年８月９日

オカモト株式会社

取締役会  御中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

東 京 事 務 所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鈴   木   達   也  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 原   賀   恒 一 郎  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているオカモト株式会

社の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(2023年４月１日から2023年６月

30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2023年４月１日から2023年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、オカモト株式会社及び連結子会社の2023年６月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

 
 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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